
　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 公共施設現状調査
％

調査済施設数÷対象施設 70 100

① 数 100 －

活動 公共施設の課題分析
％

分析済施設数÷対象施設 70 100

② 数 90 －

成果 公共施設マネジメント白書作成
％

白書の進捗率 70 100

① 90 －

成果 公共施設再編方針の策定
％

方針の進捗率 100

② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

公共施設に関する現状調査や課題分析を行い、順調に推移した。
状況

白書の整理も概ね完了し、目標を達成した。公共施設マネジメント白書は、６月に公表予定である。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 38206 公共施設マネジメント事業

担当組織 財務部 資産管理課 担当 ファシリティマネジメント担当

組織コード
H26 07 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 07 01 94

記入日 平成25年06月28日
H25 08 03 00 H25 01 02 01 07 01 91

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 89 施設の計画的な管理

事業期間 平成２４年度 ～ 平成２５年度

市長マニフェスト　１－（５）－５

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民、職員

市内に多数存在する公共施設の維持管理や、老朽化した施設の更新には莫大なコストがかかることが予想されるため、施設

事業目的 全体での施設・サービスのあり方を検討する必要がある。そこで、市民の安全利用を確保し、市民ニーズに応じた施設運営

をしていくために、中長期的な財政運営も考慮しつつ、施設の効率的な更新や管理運営を進めるための方針を策定する。

公共施設マネジメント白書の作成、公共施設再編方針の策定、市民への公表

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

公共施設マネ

ジメント白書

の作成、公共

施設再編方針

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の



2 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ Ａ －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ Ｂ －

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ Ｂ －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ Ｂ －

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
特になし

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ●平成２５年度で終了

＜判断理由＞

公共施設マネジメント白書の作成及び公共施設再編方針の策定を平成２５年度までに行う。

事業の方向性

公共施設マネジメントの推進は、次年度より「施設整備管理費」の公共施設ファシリティマネジメントの中で推

進していく。

今後の取組方針



25.6 2,625.6 2,625.6 2,625.6

投入 常勤職員 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人 0.4人

人員 非常勤職員 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人

事業費＋人件費 13,500 17,298 17,663 17,663 17,663

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 交通安全講習会受講者数
人

自転車講習会参加者 30 30 30

① 30 30 －

活動 リース方式庁用車導入台数
台

リース契約台数 72 73 72

② 73 73 －

成果 低公害車導入率
％

新規導入車両の内、低公 60 80 80

① 害車の割合 100 100 －

成果 車両損傷事故件数
件

職員の瑕疵による事故件 10 10 10

② 数 16 6 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

交通安全講習会については、目標を達成することができた。また、定期的に全職員へ安全運転に対する注意喚起をした。
状況

リース方式庁用車導入については、目標７３台のところ、実績７３台であり、出先機関の異動による効率的な車両管理を考慮
の分析

した上で導入を決定したものである。車両損傷事故件数についても目標を達成することができた。今後も安全運転について、

定期的に職員に注意喚起をすることとしたい。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 6976 庁用車管理費

担当組織 財務部 資産管理課 担当 管理担当

組織コード
H26 08 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 06 01 01

記入日 平成26年06月27日
H25 08 03 00 H25 01 02 01 06 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 89 施設の計画的な管理

事業期間 平成１７年度 ～ 平成２９年度

道路交通法、道路運送車両法、道路運送法

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
庁用車利用者

庁用車が常に整備され、安全に運行できるようにする。

事業目的

○車両の安全管理

○新規導入車両の計画

事業内容 ○交通安全講習会の開催

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

庁用自動車の 庁用自動車の 庁用自動車の 庁用自動車の 庁用自動車の

集中管理、交 集中管理、交 集中管理、交 集中管理、交 集中管理、交

通安全講習会 通安全講習会 通安全講習会 通安全講習会 通安全講習会

開催 開催 開催 開催 開催

事　業　費 10,866 14,672 15,037 15,037 15,037

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 10,866 14,672 15,037 15,037 15,037

人　件　費 2,633.6 2,6



了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

環境負荷、及び事業費を考慮すると車両の増台は控えるべきと考える。しかし、安易な車両の減は業務遂行に支

事業の方向性 障をきたすことから、現状の台数を基本に適正な管理を行っていく。

引き続き、現状の車両台数でリース化を進め、車両の利用状況を見つつ、代替となる移動用具等の調査・研究を

し、利用ニーズを把握したうえで、事業内容を検討していく。

今後の取組方針

4 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

庁用車両のリース化により、車両の維持管理の簡素化及び車両の質の向上が図ら

Ｂ Ｂ Ｂ れた。また、併せて交通安全講習会の実施により、交通安全意識、運転技術の向

上が図られ、施策の目標達成に貢献していると考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

庁用車両のリース化により、定期的に新車両へ入れ替えられることから、低燃費

Ａ Ａ Ａ 、低公害型な車両が利用でき、燃料費の削減につながった。さらに、点検、故障

時の手続が簡素化された。今後、更なる経費削減に向けて研究していきたい。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

庁用車両のリース化の初期の目的である経費の削減、利用性の向上は、おおむね

Ｂ Ｂ Ｂ 達成されている。業者選定の際にも、内容を「車種」から「仕様」として、幅広

い業者の参入を可能とし、７社から見積徴取し、選定したことから、事業手法は

適正であると考える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

リースにすることで費用の平準化が図れており、公平性の高い費用負担であると

Ｂ Ｂ Ｂ 考える。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
庁用車両の低燃費、低公害型に配慮し、新規リース車両導入時に軽自動車及び低燃費車を導入し、更なる環境低

減を図った。

見直し内容

新規リース車両導入時に９台の軽自動車と３台の低燃費車を導入することで、更なる環境低減が図られた。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終



0

一般財源 136,546 201,591 172,399 172,399 172,399

人　件　費 5,596.4 6,892.2 6,892.2 6,892.2 6,892.2

投入 常勤職員 0.85人 1.05人 1.05人 1.05人 1.05人

人員 非常勤職員 0.26人 0.33人 0.26人 0.26人 0.26人

事業費＋人件費 142,142 209,251 179,291 179,291 179,291

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 業務委託契約件数
件

本庁舎の維持管理にかか 30 26 25

① る業務委託 30 26 －

活動
② －

成果 委託業務の実施率
％

業務委託契約件数 ÷ 業 100 100 100

① 務委託可能事業数 100 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

適切な役割分担のもと、業務委託を効率的・効果的に活用し、適正な庁舎管理をすることができた。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 6977 庁舎管理費

担当組織 財務部 資産管理課 担当 管理担当

組織コード
H26 08 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 06 02 01

記入日 平成26年06月26日
H25 08 03 00 H25 01 02 01 06 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ● 対象

分野 03 効率的な行政運営

○ 対象外
施策 89 施設の計画的な管理

事業期間 平成１７年度 ～ 平成２９年度

戸田市庁舎管理規則 、 大気汚染防止法 、 騒音規

根拠法令 制法 、 水質汚濁防止法 、 下水道法 、 高圧ガス 関連計画
通 達 等 保安法 、 埼玉県生活環境保全条例 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民（庁舎に来庁する人、庁舎内の部課等に電話をかける人）、職員（庁舎で事務を行う人）

適切な庁舎管理により市民の利便と職員の執務環境を保ち、市民が利用しやすい環境を維持する。

事業目的

庁舎及び付帯設備の維持管理。庁内案内・庁舎警備・防火管理・電話交換及び電話施設の管理に関すること。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

庁舎管理 庁舎管理 庁舎管理 庁舎管理 庁舎管理

事　業　費 136,546 202,359 172,399 172,399 172,399

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 768 0 0



いく。

それぞれの委託業務について、業務内容、業者選定方法、委託金額等を細部にわたって見直し、より質の高いサ

ービスが得られるよう工夫する。また、公正な競争を確保するとともに、市内事業者の受注機会を確保するよう

努める。

今後の取組方針

6 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

委託業者とも連携しながら適切に庁舎管理を行ったことで庁舎を利用する市民の

Ｂ Ｂ Ｂ サービス水準を確保できていると考えられるため、施策の目標達成に貢献してい

ると考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

現在実施中の庁舎耐震改修等工事で撤去した器具等の点検を除くなど、細部まで

Ｂ Ｂ Ｂ 使用を確認し、適正な業務委託を実施した。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

現在実施中の庁舎耐震改修等工事に伴う設備改修と調整を図りながら、業務内容

Ｂ Ｂ Ｂ を精査し、また、適切な公共調達の観点から、市内業者を優先し業務を行った。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

地域経済面を考慮し市内業者を優先するとともに、一つの業者に偏ることのない

Ｂ Ｂ Ｂ よう注意し業務を遂行したため、公平性が担保されていると考える。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
平成25年度に実施した庁舎管理業務に係る複数年契約においては、仕様書を全面的に見直し、業務委託として不

適切な内容はすべて削除し、業者選定を実施した。

見直し内容

業務委託の仕様書を見直し、より良い庁舎管理の実施に向けて、適正な委託契約を締結することができた。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

市役所を利用する市民や執務を行う職員に安全・快適な環境を提供するため、今後も適切な庁舎管理業務を継続

事業の方向性 して



69.2 0 0 0

投入 常勤職員 0.3人 0.3人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,703,322 1,772,267 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 庁舎耐震改修等工事監理業務
件

委託実施 1 1 1

① 2 1 －

活動 庁舎耐震改修等工事
件

工事実施 1 4 3

② 3 4 －

成果 庁舎耐震改修等工事設計業務委託
件

委託実施

① －

成果 庁舎耐震改修等工事地質調査業務
件

委託実施

② 委託 －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

業務委託に基づき、委託業者と連携のうえ、工事の着実な進捗をすることができた。また、執務室等の仮引っ越しも関係各課
状況

と密に連携し、円滑に遂行することができた。引き続き平成２７年１月の工事完了に向けて業務を行っていく。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 24664 庁舎耐震化等事業

担当組織 財務部 資産管理課 担当 管理担当

組織コード
H26 08 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 06 02 02

記入日 平成26年06月26日
H25 08 03 00 H25 01 02 01 06 02 02

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 89 施設の計画的な管理

事業期間 平成１９年度 ～ 平成２６年度

建築物の耐震改修の促進に関する法律 戸田市建築物耐震改修促進計画

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ● 3.環境配慮事業 ○ 4.対象外

対象
市民（市内の全市民）、職員（庁舎で事務を行う人、災害時に活動する人）

庁舎の耐震化工事実施ならびに庁舎設備（空調、上水道、下水道）の大規模修繕もしくは更新。

事業目的

庁舎の耐震改修等計画に向けた設計業務、技術調査、地質調査業務、及び工事の実施。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

庁舎耐震化整 庁舎耐震化整

備工事（アス 備工事

ベスト除去工

事含む）

事　業　費 1,701,347 1,770,298 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 96,217 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 1,265,600 0 0 0

そ　の　他 0 320,000 0 0 0

一般財源 1,701,347 88,481 0 0 0

人　件　費 1,975.2 1,9



しているため、平成２６年度で終了とした。

事業の方向性

最後まで安全な工事を実施するとともに、工事完了に伴う市民への周知や、市民ギャラリーの活用、ウェルカム

ボードやサイン等の工夫など、より良い市庁舎を目指し検討していく。

今後の取組方針

8 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

庁舎建物の耐震性を高めるため、平成24年度から始まった庁舎耐震改修等工事は

Ｂ Ｂ Ｂ 平成25年度本格的に実施された。耐震改修工事と併せて、老朽化している電気設

備、機械設備の更新開始した。施設の安全性確保につながり、施策の目標達成に

向けて貢献していると考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

当該業務は価格も含めた総合評価にて事業者選定を行ったため、事業費の精査は

Ａ Ａ Ａ 十分にされていると考える。また、年度ごとに出来高確認を行うが、定期的に検

査を実施し、工程スケジュールに沿った工事進捗状況を常に確認・点検している

ため、事業費水準の適正さは確保されていると考える。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

委託業者が工事を実施するとともに、市職員も毎週の定例会議によって進捗状況

Ａ Ａ Ａ を確認する等、適切な役割分担のもと、安全な工事が実施されており、事業手法

は適正であると考える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

市民全般が利用する市庁舎の耐震化を実施することにより、職員及び来庁者の安

Ｂ Ｂ Ｂ 全確保につながるため、受益者の公平性が図られていると考える。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
特になし

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ●平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

平成２７年１月で工事完了予定であり、現在のところ順調に進捗



591 10,591

人　件　費 1,975.2 1,969.2 1,969.2 1,969.2 1,969.2

投入 常勤職員 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人 0.3人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 11,326 13,611 12,560 12,560 12,560

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 業務委託契約件数
件

公有地の管理にかかる業 7 4 5

① 務委託 6 5 －

活動
② －

成果 委託業務の実施率
％

業務委託契約件数 ÷ 業 100 100

① 務委託可能事業数 100 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

軽費老人ホーム跡地売却準備のため、土壌等調査を予算流用して実施するなど、委託業務を適切に活用し、適正な公有財産管
状況

理をすることができた。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 6978 公有財産管理費

担当組織 財務部 資産管理課 担当 管理担当

組織コード
H26 08 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 06 04 01

記入日 平成26年06月26日
H25 08 03 00 H25 01 02 01 06 04 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 89 施設の計画的な管理

事業期間 平成１７年度 ～ 平成２９年度

地方自治法（公有財産 第２３７条～第２３８条の

根拠法令 ７） 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民（市有地を使用する人、土地・建物の取得・処分の相手方）、職員（市有建物財産を使用する人）

市民が、公共用地等を有効利用できること。　財産管理を通して、行政運営を円滑に推進すること。

事業目的

財産の保険契約及び管理に関すること。　市有地の使用許可に関すること。　土地、建物の取得、管理及び処分等に関する

こと。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

公有財産管理 公有財産管理 公有財産管理 公有財産管理 公有財産管理

事　業　費 9,351 11,642 10,591 10,591 10,591

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 5 0 0 0

一般財源 9,351 11,637 10,591 10,



産を適正に管理することに加えて、状況に応じて公有財産の有効活用の方策も検討し

ていく。

今後の取組方針

10 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

広く市民に利用されている中町多目的広場での故障、破損などを適正に修繕し利

Ａ Ａ Ａ 用者の利便性を保ったほか、新曽南庁舎では不具合のあった空調設備を改修し、

環境整備を行った。施設の安全性が向上しており、施策の目標達成に向けて貢献

していると考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

公有財産の管理水準を保ちつつ、委託業務の内容を精査し、経費削減をすること

Ｂ Ｂ Ｂ ができた。経費水準は適正であると考える。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

委託業者と連携し、施設の修繕等においては即時対応を実施するなど、適切な役

Ｂ Ｂ Ｂ 割分担のもと、適正な事業手法であると考える。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

多くの市民が利用する施設の修繕を行っており、広く市民が便益を得ていること

Ｂ Ｂ Ｂ から、公平性が確保されていると考える。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
軽費老人ホーム跡地の売却準備のため、予算を流用し、土壌調査等を行った。

見直し内容

売却準備をしっかりと行うことで、土地購入希望者の購入意欲が高まり、歳入増加につながることが期待できる

。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

中町多目的広場をはじめ、引き続き市有地等の適正な管理に努め、市民の暮らしの利便性を高めていくことが必

事業の方向性 要であると考える。

安全性確保に向け、公有財



0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 17,470 6,753 61,038 20,453 4,538

人　件　費 13,497.2 32,163.6 32,163.6 32,163.6 32,163.6

投入 常勤職員 2.05人 4.9人 4.9人 4.9人 4.9人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 31,967 38,917 93,202 52,617 36,702

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 業務委託契約件数
件

ＦＭ事業の推進に関する 2 2 1

① 業務委託 2 2 －

活動
② －

成果 委託業務の実施率
％

業務委託契約件数÷業務 100 100 1

① 委託可能事業数 100 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

公共施設再編方針及び公共施設中長期保全計画を業務委託により策定した。これらを活用し、今後のファシリティマネジメン
状況

トの推進につなげていく。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 30565 施設設備管理費

担当組織 財務部 資産管理課 担当 ファシリティマネジメント担当

組織コード
H26 08 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 06 04 02

記入日 平成26年06月23日
H25 08 03 00 H25 01 02 01 06 04 02

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ● 対象

分野 03 効率的な行政運営

○ 対象外
施策 89 施設の計画的な管理

事業期間 平成２５年度 ～ 平成３０年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民（公共施設を利用する人）、職員（施設を運用する人）

ファシリティマネジメントを推進することにより、市民の安全性の確保とコストの縮減につなげていく。

事業目的

公共施設再編の推進。

公共施設中長期保全計画に基づく適切な保全の推進、予算事前査定の実施。

事業内容 インフラを含めた公共施設等総合管理計画の策定

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

白書作成、再 公共施設ファ 公共施設ファ 公共施設ファ 公共施設ファ

編方針策定、 シリティマネ シリティマネ シリティマネ シリティマネ

中長期保全計 ジメントの推 ジメントの推 ジメントの推 ジメントの推

画策定 進 進 進 進

事　業　費 18,470 6,753 61,038 20,453 4,538

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 1,000



連携しながら取り組んでいく。また、健全度調

査を新たに実施することにより、長寿命化に向けた客観的な判断を行うとともに、公共施設再編プラン策定にあ

今後の取組方針 たって内容を適切に反映させていく。

12 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

中長期な視点に立った再編方針と、中長期保全計画に基づいた計画的な工事を推

Ｂ Ｂ Ａ 進していく取り組みは、施設の計画的な管理に寄与するものであると考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

公共施設における既存の活用可能なデータをできるだけ使用し、委託料の削減に

Ｂ Ｂ Ｂ 努めた。

経費は適正水準であると考える。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

学校施設の劣化調査や今後の中長期的な工事費用の推計などについて委託業者の

Ｂ Ｂ Ｂ 支援を受け、適正な役割分担のもと実施した。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

再編方針の中で、使用料等の受益者負担の適正化の推進方針を掲げているなど、

Ａ Ａ Ａ 受益の公平性と負担の適正化が一層図られると考える。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
特になし

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

平成２６年度より「建築総務事務費」を統合し、「ファシリティマネジメント事業」として事業評価を行ってい

事業の方向性 く。また、今後、公共施設等総合管理計画や公共施設再編プラン、健全度調査等を実施することから、事業内容

は拡大していく。

むつみ荘跡地の活用など、ファシリティマネジメントの取組を今後も着実に推進していくとともに、インフラも

含めた公共施設等総合管理計画の策定に向けてインフラ所管課と



２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 工事の発注件数
件

計画期限内に設計書を作 27 42

① 成し、工事発注した件数 30 43 －

活動 工事件数
件

予算要求に基づき、工事 27 42

② を実施した件数 30 43 －

成果 完了率
％

工期内に工事が完了した 100 100

① 率 100 100 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

市民医療センター等施設整備工事、庁舎耐震改修工事、各学校設備改修工事、各保育園改修工事、市営柳原住宅改修工事、文
状況

化会館改修工事、戸田公園駅前トイレ改修工事、心身障害者福祉センター改修工事、上戸田福祉センター再整備工事、こども
の分析

の国再整備工事など計画どおり実施し、目標を達成することが出来た。
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事務事業名 21221 建築総務事務費

担当組織 財務部 資産管理課 担当 ファシリティマネジメント担当

組織コード
H26 08 03 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 08 05 01 98 97

記入日 平成26年06月19日
H25 08 03 00 H25 01 08 05 01 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 03 効率的な行政運営

● 対象外
施策 89 施設の計画的な管理

事業期間 平成２０年度 ～ 平成２５年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
事業の主管課及び施設利用者

設備台帳を作成することにより、修理・更新等の経費を計画的に平準化するとともに、市民に良好な施設環境を提供する体

事業目的 制を整える。

公共施設の建物、電気、機械、給排水管等すべての付帯設備について、調査・診断を行なう。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

工事の設計・

監理

事　業　費 373 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 373 0 0 0 0

人　件　費 17,447.6 0 0 0 0

投入 常勤職員 2.65人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 17,821 0 0 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ



く市有建築物の安全性や長寿命化を考えた

中期計画等の計画策定、改修工事を推進していく。また、改修工事を予防保全の考え方に基づき計画的に実施す

ることにより、財政負担の平準化に寄与していく。

今後の取組方針
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

各施設の電気設備及び給排水設備など、ライフラインの改修工事を実施したこと

Ａ Ａ Ａ により、施設の長寿命化におおいに貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

工事計画段階において、低価格な一般量販品の選定や適正な工事期間を設計に反

Ａ Ａ Ａ 映させた。工事コスト縮減等の精査により、経費水準は適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

職員にて対応できる事業は内部で設計や工事監理を行い、職員にて難しい事業は

Ｂ Ｂ Ｂ 設計委託や工事監理委託など外部の力を活用することにより、事業を効率良く完

了させた。よって、事業手法は適切である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

施設の利便性向上及び工事コスト縮減等の精査により、受益の公平性と負担の適

Ａ Ａ Ａ 正化は図られている。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
リサイクル品の利用や太陽光発電機器など設置し、環境に配慮した工事・設計を行った。

見直し内容

環境に配慮した工事・設計を行った事により、環境負荷の低減がさらに図れた。

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ●平成２５年度で終了

＜判断理由＞

旧建築課において進めてきた建築総務事務費を、『ファシリティマネジメント事業』と統合するため、平成２５

事業の方向性 年度にて終了とする。

『ファシリティマネジメント事業』において、中長期保全計画に基づ


